










































コード 産業分類 （千ヶ所）（万人）（兆円）（兆円）（兆円） % % % % %
0 製造業計 217.6 749.8 196.5 313.1 98.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
2200 鉄鋼業 4.6 21.0 13.7 17.8 3.2 2.1 2.8 7.0 5.7 3.3 
2210 （製鉄業） 0.0 3.7 5.4 6.4 0.7 0.0 0.5 2.7 2.0 0.7 
2220 （製鋼・製鋼圧延業） 0.1 2.6 2.3 3.1 0.6 0.0 0.3 1.2 1.0 0.6 




3.7 万人（製造業の 0.5%）だが，原材料使用額は 5.4 兆円（同 2.7%），出荷額も 6.4 兆円（同
2.0%）を占めており，典型的な資本集約型産業である。また，やや川下に当たる製鋼・製鋼圧
延業（コード 2220）や鋼材製造業（コード 2230）等を含む，鉄鋼業全体（コード 2200）では，
従業員数が 21 万人（製造業の 2.8%），原材料使用額が 13.7 兆円（同 7.0%），出荷額が 17.8 兆円























終戦翌年の 1946 年，日本の鉄の生産は年産 55 万トンと，戦前の 10 分の 1 以下に落ち込んで
いた。1947 年でも 95 万トンにすぎず，鉄不足の中での経済復興は難しい情勢であった。そう
図表 1-2　鉄鋼業への主要投入・需要の金額
（2015 年，統合大分類 54 部門）
投入産業 兆円 需要産業 兆円
鉄鋼 14.5 鉄鋼 14.5
鉱業 1.2 金属製品 2.6
商業 1.0 生産用機械 1.5
電力 0.9 自動車部品・同附属品 1.2
石油・石炭製品 0.6 はん用機械 1.2













生産が目標の年産 3 千万トンをほぼ達成し，粗鋼生産も 1948 年には 171 万トンになった。
鉄鋼業界では，過度経済力集中排除法の適用を受けて，日本製鐵が，八幡製鐵と富士製鐵に
分割された。1949 年にはドッジラインによる引き締めが行われたが，鉄鋼の生産は 311 万トン















実施していった。鉄鋼の場合は，1951 年以降，5 年毎に第 1 次，第 2 次，第 3 次の鉄鋼合理化
計画が作られた。




第 2 次合理化計画（1956〜60 年）の中心は，大型高炉の新設と LD 転炉（酸素を釜の底から
噴き出す新しい方式）の新設であった。工程としては，第 1 次の川下の圧延工程から，川中，
川上に重点が移った。







平炉で鋼を作る部門を持つ会社であった。1950 年に川崎製鉄として独立し，同年 11 月に千葉
の一貫工場建設計画を，通商産業省に申請した。この事業の中心人物が，技術者であり社長だっ
た西山弥太郎氏である。










粗鋼の生産量は波をうちながらも増加傾向をたどり，1956 年には 1 千万トンを超え，1960 年
には 2 千万トンを超える成長を見せた。そして，1965 年には倍の 4 千万トン，1969 年にはさら
に倍の 8 千万トンを超えた。1960 年に策定された池田内閣の国民所得倍増計画は，10 年間で国
民所得を 2 倍にするというものであったが，鉄の生産に関してはこの間に 4 倍以上になり，1973














年 企業名 事業所 所在県
1953 川崎製鉄 千葉 千葉
61 住友金属工業 和歌山 和歌山
64 富士製鐵 名古屋 愛知
65 八幡製鐵 堺 大阪
66 日本鋼管 福山 広島
67 川崎製鉄 水島 岡山
68 八幡製鐵 君津 千葉
70 神戸製鋼所 加古川 兵庫
71 住友金属工業 鹿島 茨城
72 新日本製鐵 大分 大分










1972 年の段階で，鉄鋼生産における臨海製鉄所での生産割合は，日本の 79% に対して，ア













































































日本の臨海高炉は，1965 年以降建設されたものは，ほとんどが内容積 2 千立方メートル以上
の大型高炉であった。そして徐々に，3 千，4 千，5 千立方メートルと大型化していった。欧米
各国の高炉大型化は日本より遅く，アメリカでは 3 千立方メートル以上の高炉が初めて建設さ
れたのは 1974 年，西ドイツでは 2 千立方メートル以上の高炉が初めて建設されたのは 1970 年
であり，高炉の大型化において日本が圧倒的に先行していた。
また，鋼を作る転炉にしても，酸素を上向きに噴出す最新の LD 転炉の導入では日本が先行
しており，1960 年代初めには 1 割程度だったものが，60 年代末には 9 割近くに上昇した。これ
もドイツやアメリカに 4 年から 10 年先行した。また，製鋼から圧延に至る工程を連続して行う
「連続鋳造」（連鋳）も，日本では 1970 年代に入って急速に普及し，他の国々に先行した。
2.3　能力過剰，輸出依存，貿易摩擦
鉄鋼生産のピークは 1973 年の 1.2 億トンであり，2007 年に 34 年振りにこれを超えるまで長
い間，1 億トン前後の生産が続いた。1973 年の夏に起こったオイルショック後，需要の抑制や
落ち込みで鉄鋼の内需は急速に減少した（図表 2-3）。
生産は 1974 年も 1 億 1700 万トンを確保したが，これは輸出が 38 百万トンと前年より 8 百万
トン増加したことに助けられた面も大きい。その後 1975 年には 1 億 2 百万トンと 1 億トン割れ
寸前まで低下するものの，高水準の輸出に助けられて 1 億トン以上の生産が 81 年まで続いた。






























































































この間，生産能力は 1976 年まで拡大を続け，生産能力は 1 億 4 千万トンに近い水準にまで上
昇してしまい，稼働率は，60 年代末の 90% 超の状況とは対照的に，76 年には 7 割を下回り
（66%），その後，82 年には 55% とボトムをつけた。
鉄鋼の場合は生産力を高めたのが 1960 年代だったこともあり，60 年代後半にはすでに貿易
摩擦の懸念は生じていた。対米摩擦に伴う措置は，まず 1969 年から 74 年まで日欧による対米
輸出自主規制の形で行われた。また 1978 年から 82 年にかけて，対米ではトリガー価格制とい
う，最低価格を強制される仕組みになった。そして 1985 年から 92 年まで輸入数量規制が行わ
れた。
鉄鋼業の生産能力は 1976 年に 1 億 4 千万トン規模に達し，その後その水準が維持された。し
かし 1985 年からは本格的な設備調整が始まり，90 年までに 4 千万トンが圧縮された。この過
程で 1984 年まで 65 基あった高炉は，90 年末には 45 基にまで減少した。
1985 年のプラザ合意による急速な円高は，輸出依存度の高い産業に大きなダメージを与えた
が，鉄鋼業も例外ではなかった。1986 年の輸出比率は 32% と高く，プラザ合意後の急激な円
高は業績を下押した。1986 年度の高炉 5 社の売上高営業利益率は 0.6% の赤字に転落した。第
1 次オイルショックの後でも営業利益率が 5% 程度はあったことを考えると，この時の円高に
よるダメージの大きさが想像される。その後，バブル景気により，自動車や建設関連の内需の
好調もあって，輸出比率は急速に低下していった。輸出比率を各年について見ると，1986 年
32%，87 年 29%，88 年 25%，89 年 21% と年を追って下がっていき，90 年には 17% まで低下
した。
しかし，この間，粗鋼の生産量は 4 年連続して増加した。内需が輸出の減少を補って余りあ
る増加を見せたためである。業績も急回復し，売上高営業利益率も，高炉 5 社で，87 年度 6.4%，



















年 日本側企業 米国側企業 生産品目
1984 日本鋼管 National Inter Group 熱延，冷延，表面処理鋼板
84 日新製鋼 Wheel Pittsburg アルミ，表面処理鋼板
85 住友金属工業 LTV 表面処理鋼板
87 新日本製鐵 Inland Steel 冷延，表面処理鋼板
89 川崎製鉄 Armco 熱延，冷延，表面処理鋼板
89 神戸製鋼所 USX 棒鋼，鋼管，表面処理鋼板
（出所）伊丹（1997）より抜粋。
2.4　1990 年代の鉄鋼市況の軟化と集約化
バブル期に 1 億 1 千万トンを回復した粗鋼生産も，バブル崩壊とともに減少に転じ，1992 年
には 9 千 8 百万トン，その後 95 年には 1 億トンを超えるが，98 年には 9 千 4 百万トンと低下
した。
この間，鉄鋼価格は，図




















































こうした中，2001 年 4 月には NKK と川崎製鉄が経営統合に合意し，2002 年 9 月には JFE
ホールディングスとしてスタートした。また 2001 年 12 月には新日本製鐵と神戸製鋼所，住友
金属工業が提携に合意して，5 大高炉メーカーは，事実上 2 グループに集約された。2012 年 10
月には，新日本製鐵と住友金属工業が合併して，新日鐵住金が誕生した。そして 2019 年には同
社は社名を日本製鉄に変更した。
企業の統合とあわせて，1990 年代後半から 2000 年代半ばにかけて，高炉の集約化が進んだ。
1998 年に 41 基を数えた高炉数は，2005 年には，長期休止高炉を除き 28 基に減少しており，こ
の時期に，生産能力の集約を加速させていったことがうかがえる。
規模別基数を見ると，図表 2-6 にあるように，5,000㎥未満の高炉数を減らしつつ，5,000㎥以
上の大型高炉に集約化してきたことが分かる。特に，2,000㎥未満の高炉は，2000 年の 5 基から
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世界の鉄鋼生産は 1980 年代から 90 年代を通じて 7 億トン台で推移した後，2000 年になって
8 億トン台に乗せるというゆっくりしたペースで成長してきた。しかし 21 世紀に入ると急増し，
2004 年には 10 億トンを超え，2006 年には 12 億トンに増加した。その後，世界金融危機で一時
足踏みしたが，2010 年には 14 億トン，2014 年には 16 億トンと増加は止まらず，2018 年には
18 億トンを超えた（図表 3-1）。
この間の増加は，ほとんどが中国の生産増によるものである。中国の鉄鋼生産は，2000 年に
は 1.3 億トンに過ぎなかったが，2008 年には 5 億トンとなり，世界金融危機時も減少すること




































































































図表 2-7　高炉一貫製鉄所と大型（2000m3）高炉（2019 年 6月末）
（出所）日本鉄鋼連盟「日本の鉄鋼業」，各社資料等より筆者作成。




















企業の数は 1 つにとどまっていた（図表 3-2）。第 1 位のオランダのミタル・スチール，2 位の
ルクセンブルクのアルセロールは，ともに M&A を通じて世界の製鉄所を傘下に収めて，生産
図表 3-2　世界の 10 大鉄鋼メーカーの粗鋼生産量
（2005 年） （2018 年）
会社名 国名 百万トン 会社名 国名 百万トン
1 ミタル・スチール オランダ 49.9 1 アルセロール・ミッタル ルクセンブルク 96.4
2 アルセロール ルクセンブルク 46.7 2 宝武鋼鉄集団 中国 67.4
3 新日本製鐵 日本 32.9 3 新日鐵住金（日本製鉄） 日本 49.2
4 ポスコ（POSCO) 韓国 31.4 4 河鋼集団 中国 46.8
5 JFE スチール 日本 29.6 5 ポスコ（POSCO) 韓国 42.9
6 上海宝鋼集団 中国 22.7 6 江蘇沙鋼集団 中国 40.7
7 US スチール アメリカ 19.3 7 鞍山集団 中国 37.4
8 ヌーコア アメリカ 18.5 8 JFE スチール 日本 29.2
9 コーラス イギリス 18.2 9 北京建龍重工集団 中国 27.9
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量を伸ばしていた。第 3 位の新日本製鐵と，第 5 位の JFE スチールの日本企業は自前の生産設
備で存在感を保っていた。また第 4 位には韓国のポスコが位置していた。第 6 位に中国の上海
宝鋼集団は入っていたが，第 7 位には米国の老舗鉄鋼メーカーの US スチール，第 8 位に米国
の新興電炉メーカーのヌーコアが位置していた。また，第 9 位にイギリスのコーラス，第 10 位
にイタリアのリバなど，欧州企業も存在感を示していた。
しかし中国の生産が増加する中で，中国企業は大規模化していった。2018 年の順位を見ると，
合併会社であるアルセロール・ミッタルが第 1 位ではあるものの，第 2 位には上海宝鋼集団と
武漢鋼鉄集団の合併企業である宝武鋼鉄集団が入った。第 3 位に新日鐵住金（現日本製鉄），第











図表 3-3 は，2018 年における鉄鉱石と原料炭の輸入量と国別の輸入比率を表している。
鉄鉱石輸入は 1 億 2,385 万トンで，オーストラリアが 58%，ブラジルが 27%，カナダが 5% を




年に中国の国内産出量は 4 億 26 百万トンであったのに対し，輸入は 2 億 75 百万トンであった。
これが 2017 年には，中国の国内産出量が 12 億 29 百万トンであったのに対し，輸入は 10 億 75
百万トンと大幅に増加している。
中国の 2017 年の鉄鉱石輸入のうち 6 億 69 百万トンはオーストラリアからの輸入である。同
年のオーストラリアの鉄鉱石産出量は，8 億 83 百万トンであったから，産出量に占める中国向
け輸出の比率は，76% に上っている。同様に 2017 年の中国の鉄鉱石輸入のうち 2 億 29 百万ト















































































（出所）鉄鋼新聞 HP データ，World	Bank データにより筆者作成。
（注）鉄鉱石価格は，ドル建てデータを年間平均為替レートで円建てに変換。
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こうした供給力の急増に対して中国政府は，2006 年からの第 11 次 5ヵ年計画の時点で既に整
理，再編の必要性を認識していた。その後，第 12 次，第 13 次の 5ヵ年計画でも製鉄，製鋼能
力の削減や，上位企業への生産の集約化が盛り込まれていた4）。





中国は 2015 年 11 月に新たな経済改革として供給側改革を打ち出し，鉄鋼はその中でも中心
的な改革対象となった5）。この時点では，鉄鋼の生産能力の削減量は，2016 年が 45 百万トン，
2017 年が 50 百万トンであった。しかし，その後の中国政府の発表によれば，実績ではこの計
画を上回り，2016 年に 65 百万トン，17 年に 55 百万トン，18 年に 35 百万トンの生産能力の削
減が行われたという6）。
この発表を前提に，中国の生産能力を以下のように非常にラフに推計することができる。2015
年の鉄鋼生産 8 億 8 百万トンに対して稼働率が 70% だったとすれば，逆算して生産能力は 11
億 48 百万トンだったことになる。その生産能力が 3 年間で 1 億 55 百万トン削減されたとすれ
ば，2018 年末の生産能力は 9 億 93 百万トンとなる。これに対し 2018 年の生産量は 9 億 28 百
万トンあり，単純計算で稼働率は 93% となる。また，2019 年の生産は 10 億トンであり，2019

































容量サイズ 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17
5000㎥以上 11 17 17 17 17 17 22 28 28
4000〜4999 32 50 50 50 54 59 63 72 77 77
3000〜3999 14 14 14 18 21 32 42 56 42 53 60 67 67 67 77 81 67 67
2000〜2999 38 43 43 48 70 83 95 100 115 128 145 148 173 183 193 175 183 178
1000〜1999 42 44 44 47 59 72 78 96 134 168 191 242 326 338 359 357 330 311
1000㎥未満 94 99 115 134 151 185 221 210 220 233 244 251 250 228 223 219 163 141
























　 　2．	2007 年までのデータと 2008 年以降のデータで統計上の不連
続がある。
7）	 	　川端（2019）は，2015 年末と 2018 年末の生産能力の公表値が 1 億トン減少しているのに対し，この間の
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Evolution of Production Facilities and Global Competition:  
The Case of the Japanese Steel Industry
Nobuyuki ARAI
Abstract
After World War II, the Japanese steel industry recovered and enhanced its production 
capacity as a result of the “priority production” scheme and the special focus the industry 
received under three five-year plans. In the 1960s, large-scale seaside blast furnaces were 
constructed, and, at once, Japanese steel production technology became the most 
advanced in the world. However, after the first oil crisis and a subsequent decline in 
domestic demand and overcapacity, steel exports increased and aggravated trade frictions 
with the United States. In the 1980s, the frictions were alleviated through technological 
alliances with steel manufacturers in the United States and the expansion of domestic 
demand during the bubble economy. After the collapse of the bubble economy, however, 
the market slumped, causing the steel industry to undergo restructuring: five major blast-
furnace companies were effectively consolidated into two groups, and blast furnaces were 
replaced with a smaller number of large facilities.
 However, in recent years, global competition has been intensifying, both in terms of 
securing resources and selling products. China has increased its capacity remarkably and 
currently accounts for more than half of global steel production. The Japanese steel 
industry is still producing high-quality steel with the most advanced facilities, in terms of 
energy efficiency and environmental protection. The Japanese steel industry, which has 
overcome many difficulties, is expected to remain competitive on the world stage and 
continue to support many Japanese industries through the supply of high-quality 
products.
18 経済理論　401号　2020年6月
